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要旨：鉄骨と繊維補強コンクリートのみを用いた構造システムである CES 合成構造における内柱梁接合部の

力学的性状を明らかにすることを目的として，柱内蔵鉄骨フランジ幅および柱断面形状を実験変数とした 3

体の CES 造柱梁接合部試験体を用いて静的加力実験を実施した。本論では，当該接合部の破壊性状，復元力

特性および変形挙動について検討するとともに，骨格曲線のモデル化を行い，その評価法について検討を行

った。 その結果、パネルゾーン内蔵鉄骨フランジ幅が耐力性能および変形挙動に及ぼす影響は小さいことが

確認された。 

キーワード：CES 合成構造，柱梁接合部，繊維補強コンクリート，静的加力実験  

 

1. はじめに 

 CES（Concrete Encased Steel）合成構造システムは，鉄

骨鉄筋コンクリート構造から鉄筋を省略し，普通コンク

リートに替えて，繊維補強コンクリート（以下 FRC）を

用いた構造システムであり，実用化に向けた研究が継続

的に実施されている。 

 本論で対象としている CES 造柱梁接合部に関する研

究では，これまでに破壊形式，パネルゾーンのフランジ，

スチフナ，ウェブの厚さ，軸力，柱長さおよび柱断面形

状などを変数とした実験 1),2)や，柱スラブ付梁接合部の

実験 3)を行い，上記の構造因子が破壊性状，復元力特性

など構造性能に及ぼす影響を把握するとともに，耐力評

価方法の検討を行ってきた。さらに CES 造柱梁接合部の

終局せん断耐力評価法を提案する上で重要であるパネル

ゾーン周辺の応力伝達メカニズムの把握を目的とした 3

次元非線形 FEM 解析の研究 5)も実施してきた。その結果

としてパネルゾーンのコンクリートは，鉄骨に囲まれた

領域，囲まれていない領域において応力状態が異なるこ

とを明らかにしてきた。 

 一方で，柱・梁・パネルゾーンで構成される柱梁接合

部の構造性能は，多くの要因による影響により，未だに

不明な点が多いと考える。そこで，本研究では，パネル

ゾーン内蔵鉄骨フランジ幅および柱幅を実験変数として

静的加力実験を行い，CES 造柱梁接合部の構造性能を把

握するとともに，各耐力評価法について検討を行う。  

 

2. 実験概要 

2.1 試験体 

試験体一覧を表－1 に，試験体詳細図を図－1 に示す。

試験体は，CES 架構の内部柱梁接合部を想定した約 1/2.7

縮尺モデルの 3 体であり，部材反曲点を模擬するために

柱上下端部および梁左右端部にそれぞれピン支承を設け

ている。内蔵鉄骨は柱を通し柱とし，梁は柱に溶接して

製作した。実験変数は，接合部内蔵鉄骨のフランジ幅お

よび接合部コンクリート断面形状とした。各試験体は接

合部せん断破壊先行型を想定した試験体としている。柱

内蔵鉄骨は，試験体 JP-4 では H-300×300×10×15 を，

試験体 JP-5 および JP-6 では H-300×150×10×15 をそれ

ぞれ用いており，鉄骨により囲まれるコンクリートパネ

ルの領域が異なる。梁内蔵鉄骨は全試験体共通で H-300

×150×12×25 を用いている。パネルゾーンについては，

破壊形式を接合部せん断破壊型とするためにパネルゾー

ンのウェブ厚を 4.5mm としている。柱高さおよび梁長さ

は全試験体共通で，柱高さは上下ピン支承間距離とし

1300mm，梁長さは左右ピン支承間距離とし 2250mm と

した。柱断面は，試験体 JP-4 および JP-5 では，400×

400mm としているが試験体 JP-6 のみ 500×400mm とし

た。梁断面は全試験体共通で 300×400mm である。 

2.2 使用材料 

 表－2 に FRC の材料特性を，表－3 に鉄骨の材料特性
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表－1 試験体一覧 

試験体 JP-4 JP-5 JP-6 

破壊形式 接合部せん断破壊先行型 

柱

幅 b×せい D（mm） 400×400 500×400

柱内蔵鉄骨 H-300×300×10×15 H-300×150×10×15

柱高さ h（mm） 1300 

梁

幅 b×せい D（mm） 300×400 
梁内蔵鉄骨 H-300×150×12×25 

梁長 l（mm） 2250 

接合部パネルゾーン H-300×300×4.5×15 H-300×150×4.5×15
接合部スチフナ PL-25×270×300 PL-25×270×150 
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をそれぞれ示す。コンクリートには FRC を，鉄骨には鋼

種 SS400 を用いた。FRC の設計強度は Fc=30N/mm2であ

る。FRC に用いた補強繊維は直径 0.66mm，長さ 30mm

のビニロンファイバー（RF4000）である。体積混入率は

1.0%とし，水セメント比は 60%である。 

2.3 載荷計画 

 載荷は，図－2 に示す載荷装置を用いて行った。試験

体は，柱上下端部および梁左右端部にそれぞれ取り付け

られたピン支承を介して，試験装置に設置し，試験体に

柱部材軸と平行に作用させた一定軸力下で静的漸増繰り

返し水平力載荷を行った。作用させた軸力は，SRC 規準

に従い算定した CES 柱の終局圧縮耐力 N0 に対する軸力

比 N/N0=0.15 として計算をし，試験体 JP-4 は 1060kN，

JP-5 は 900kN，JP-6 は 1040kN とした。水平力載荷は変

形制御とし，柱上下端部に取り付けたピン支承間の相対

水平変位 δと上下ピン支承間距離 h で与えられる層間変

形角 R（=δ/ h）で，0.005，0.01，0.015，0.02，0.03 およ

び 0.04rad.を 2 サイクルずつ繰り返した後 0.05rad.まで載

荷を行い，実験を終了した。 

2.4 計測計画 

 計測変位は，制御変位となる相対水平変位，接合部パ

ネルゾーンおよび梁端部の変形とした。また，鉄骨フラ

ンジおよびウェブのひずみをひずみゲージにより計測し

た。また，繰り返し水平力載荷における第 1 サイクルの

ピーク時および除荷時においてクラックスケールを用い

てひび割れ幅を計測した。 

 

3. 実験結果 

3.1 水平荷重－層間変形角関係および破壊性状 

 図－3 に各試験体の水平荷重－層間変形角関係を，図

－4 に各試験体の 大耐力時のパネルゾーン周辺の破壊

状況を示す。図－3 中の破線は 3.3 節で示す計算耐力を表

す。接合部鉄骨ウェブの降伏は，接合部鉄骨ウェブに貼

付した三軸ひずみゲージにより得られたひずみ測定値を

用いてロゼット解析を行い，平面応力場における Von 

Mises の降伏条件を満たしたときとした。 

 パネルゾーン内蔵鉄骨フランジ幅の異なる試験体 JP-4

および JP-5 を比較すると，0.005rad.のサイクルでともに

柱および梁に曲げひび割れが発生した。また，試験体 JP-4

では，パネルゾーンにせん断ひび割れおよび付着せん断

ひび割れが，試験体 JP-5 では，パネルゾーンにせん断ひ

び割れがそれぞれ発生した。さらに，同サイクルで接合

部鉄骨ウェブの降伏を確認した。0.01rad.のサイクルでは，

パネルゾーンのせん断ひび割れが伸展し，新たなせん断

ひび割れも発生した。また，梁鉄骨フランジの降伏が確

認できた。その後の 0.015rad.のサイクルでは，パネルゾ

ーンのせん断ひび割れが拡幅していき，両試験体ともに

大耐力に達した。 大耐力以降は，パネルゾーンのコ

ンクリートの損傷が進行していくとともに，耐力は低下

していった。 

柱断面が 500×400mm である試験体 JP-6 では，試験体

表－3 鉄骨の材料特性 

内蔵鉄骨(SS400) 試験体 
σy σb Es 

備考 
(MPa) (MPa) (GPa) 

H-300×300×10×15 JP-4 331 461 204 柱ウェブ 

H-300×150×10×15 JP-5，JP-6 291 435 199 柱フランジ 

H-300×150×12×25 共通 
310 424 205 梁ウェブ 

271 429 204 梁フランジ・接合部スチフナ

PL-4.5 共通 332 470 207 接合部ウェブ 

σy：降伏応力度，σb：引張強度，Es：弾性係数

表－2 FRC の材料特性 

試験体 
σc εc0 Ec 材齢 

(MPa) (μ) (GPa) (日） 

JP-4 27.9 2458 22.0 42 

JP-5 28.2 2391 22.5 46 

JP-6 28.4 2311 20.4 50 

σc：圧縮強度，εc0：圧縮強度時ひずみ， 

Ec：弾性係数 
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JP-4および JP-5と同様に 0.005rad.のサイクルで柱および

梁に曲げひび割れ，パネルゾーンにせん断ひび割れが発

生し，接合部鉄骨ウェブの降伏を確認した。また，同サ

イクルで梁鉄骨フランジの降伏を確認し，その後の

0.02rad.のサイクルで 大耐力に達した。試験体 JP-4 は，

パネルゾーン内蔵鉄骨フランジ幅が大きく，コンクリー

トのかぶり厚が小さいため，フランジに沿った付着ひび

割れが生じており，他の試験体と異なるひび割れ状況を

示した。 

水平荷重－層間変形角関係においては，パネルゾーン

内蔵鉄骨フランジ幅の異なる試験体 JP-4 および JP-5 で

は， 大耐力は，試験体 JP-4 では 524kN，JP-5 では 525kN

とほぼ同じ値となり， 大耐力以降の耐力低下は緩やか

である。両試験体は類似した復元力特性を示した。結果

として，パネルゾーン内蔵鉄骨フランジ幅が強度特性に

ほとんど影響を及ぼしていないことが伺える。柱断面が

500×400mm と大きくなった試験体 JP-6 は，他の試験体

に比べ，コンクリート断面積が大きくなった分， 大耐

力が 553kN と大きくなった。 

3.2 パネルゾーンの復元力特性 

 図－5 に R=0.03rad.のサイクルまでのパネルゾーンの

負担せん断力－パネルゾーンのせん断変形角関係の包絡

線を，図－6 に R=0.03rad.のサイクルまでのパネルゾー

ンのせん断変形角の推移を示す。また，算出の際に用い

た変位の計測位置を図－7 に示す。パネルゾーンの負担

せん断力を式(1)より，パネルゾーンのせん断変形角を式

(3)によりそれぞれ求めた。なお，ここでいうパネルゾー

ンとは，柱鉄骨フランジとスチフナにより囲まれた領域

としており，変位 δ1 および δ2 を計測する変位計は，柱鉄

骨フランジに取り付けたボルトを介して設置した。 
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 ここで，Qp：パネルゾーンの負担せん断力，l，h：梁

および柱の反曲点間距離，Qb，Qc：梁および柱のせん断

力である（図－8 参照）。γp：パネルゾーンのせん断変形

角，δ1，δ2：変位計により得られる変位である。 

 各試験体接合部鉄骨ウェブは，γp＝0.1～0.23×10-2rad.

時に降伏しており， R=0.005rad.のサイクル時に接合部

鉄骨ウェブの降伏を確認した。試験体 JP-6 は， 大耐力

時の層間変形角が R=0.02rad.となったことに伴い，パネ

ルゾーンの 大せん断力時のせん断変形角が他の試験体

と比べて大きくなったが，大局的に見てせん断力とせん

断変形角の包絡線に特筆すべき差は見られない。 

 次に，パネルゾーンのせん断変形角の推移を見ると，

各試験体のせん断変形は概ね同程度であり，差異はみら

れなかった。 

 これらのことから，3.1 節で示した破壊性状のように，

パネルゾーン内蔵鉄骨フランジ幅および柱幅は，パネル

ゾーンの復元力特性に特に影響を及ぼさないことが確認

できた。 

3.3 耐力計算 

(1) 終局強度の評価 

 表－4 に実験値と計算値との比較を，図－9 に過去に実

施した実験 1)~5)の試験体を含む 大耐力計算結果をそれ

ぞれ示す。柱および梁の終局曲げ耐力は一般化累加強度

理論により計算し，接合部パネルせん断強度は SRC 規準
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図－3 水平荷重－層間変形角関係 

    
JP-4

+ -

0.015rad.
  

JP-5

+ -

0.015rad.
 

JP-6

+ -

0.02rad.
 

図－4 最大耐力時における破壊状況 

-1065-



6)に基づいて算出した。 
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 ここで，Qpu：接合部パネルのせん断強度，cQpu：Qpu

の柱層せん断力換算値，Fc：コンクリートの圧縮強度，

JFs：コンクリートのせん断強度，Jδc：接合部の形状係数

（十字型は 3），cAe：接合部コンクリートの有効断面積，

swσy：接合部鉄骨ウェブの降伏応力，swA：接合部鉄骨ウ

ェブの断面積，l：左右梁の反曲点間距離，h：上下柱の

反曲点間距離，jb，jc：梁および柱の有効せい（梁および

柱鉄骨フランジ重心間距離）とした。 

 表－4 より，試験体 JP-4，JP-5 および JP-6 は，実験値

が計算値を上回り，梁の終局曲げ耐力に達していないこ

とから，想定通り接合部せん断破壊が先行したと判断で

きる。実験耐力と計算耐力の比率をみると，1.17～1.25

倍と安全側の評価になっていることが確認できた。 

 次に， 大耐力時のパネルゾーンのコンクリートに生

じるせん断応力とコンクリート強度の関係を図－10 に

示す。今回の試験体 3 体に加え，過去に実施した実験 2),4)

の接合部せん断破壊型試験体を対象とした。実験による

せん断応力は，式(1)で得られるせん断力を用いて式(5)

においてコンクリートのせん断応力に相当する JFs・Jδc

を逆算して求めた。なお，図中に示す破線は式(6)による
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図－7 変位計測位置 

表－4 実験値と計算値との比較 

試験体 JP-4 JP-5 JP-6

実験値 cQmax (kN) 524 525 539

柱曲げ耐力 cQc (kN) 1412 972 1041

梁曲げ耐力 cQb (kN)※1 793 793 793

接合部せん断耐力 cQpu (kN)※1 419 420 468

  
コンクリート負担分 (kN) 330 331 379

鉄骨負担分 (kN) 89 89 89 

接合部せん断余裕度※2 0.53 0.53 0.59

実験値/計算値 cQmax/min(cQb，cQpu) 1.25 1.25 1.15

※1 柱層せん断力換算値 

※2 接合部せん断余裕度＝接合部せん断耐力/梁曲げ耐力 
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図－9  最大耐力計算結果 
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図－10  cτu－Fc関係 
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図－5 パネルゾーンの負担せん断力－せん断変形角関係
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図－6 パネルゾーンのせん断変形角の推移 
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表－5 せん断ひび割れ強度の実験値と計算値の比較 

試験体 JP-4 JP-5 JP-6

せん断ひび割れ強度（実験値） pQcr (kN) 948 1062 1008

せん断ひび割れ強度（計算値） pQcr (kN) 582 588 667

実験値/計算値  1.63 1.81 1.52

 

1400

1200

1000

800

600

400

200

0

実
験

値
 (

kN
)

1400120010008006004002000

計算値 (kN)

 十字形（梁曲げ破壊型）
 十字形（接合部せん断破壊型）
 ト形（接合部せん断破壊型）
 スラブ付（梁曲げ破壊型）
 スラブ付（接合部せん断破壊型）
 十字形（今回の実験）

+20%

-20%

 
 

図－11 せん断ひび割れ強度の比較 
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図－12 パネルゾーンの骨格曲線（3 折れ線モデル） 

SRC 規準で用いられるコンクリートのせん断応力度 JFs

に接合部の形状係数 Jδc を乗じた値を示している。 

 実験値から算出したせん断応力をみると，SRC 規準の

計算値より大きい値となっていることが確認でき，式(5)

より算出した接合部の終局せん断耐力の計算値が実験値

を過小評価する傾向を反映する結果となった。 

(2) せん断ひび割れ強度の評価 

表－5 にせん断ひび割れ強度の実験値と計算値との比

較を，図－11 に過去に実施した実験の試験体 1)~5)を対象

としたせん断ひび割れ強度の比較を示す。接合部パネル

は，コンクリートのせん断ひずみと鉄骨パネルのせん断

ひずみが等しく変形すると考え，CES 造柱梁接合部のせ

ん断ひび割れ強度には式(7)を用いる。 
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 ここで，pQcr：せん断ひび割れ強度，cτcr：コンクリー

トのせん断ひび割れ強度，sG， cG：鉄骨およびコンクリ

ートのせん断弾性係数とした。また，ここではせん断弾

性係数の比は，ヤング係数比 n と近似的に等しいとみな

して，(7)式中の sG/cG を n と置き換えて計算を行う 7)。

ヤング係数比 n は，RC 規準 8)に示される値を準用した。 

 すべての試験体において，接合部におけるコンクリー

トのせん断ひび割れ強度は，ばらつきはあるもののそれ

ぞれ計算値を上回っていることが確認できた。 

 

4. 骨格曲線のモデル化 

 CES造柱梁接合部におけるパネルの骨格曲線のモデル

化について検討を行う。ここで，パネルの骨格曲線は，

図－12 に示すようなせん断ひび割れ強度およびせん断

強度で決まる 3 折れ線でモデル化をする。 

 第 1折点となるせん断ひび割れ強度は，式(7)を用いる。

また，せん断ひび割れ強度時のせん断変形は，以下に示

す式(10)のせん断剛性 Gef・A を用いて式(9)により算定す

る。 

)( AG

Q

ef

crp
crp 
                          (9) 

   
eccswsef AGAGAG                      (10) 

 ここで，pγcr：せん断ひび割れ強度時のせん断変形角，

Gef・A：せん断剛性とした。 

 第 2 折点となるせん断強度は，式(5)を用いる。また，

せん断強度時のせん断変形は， pγu=0.015rad.とした。せ

ん断強度点のせん断変形は，軸力の影響を若干受けるよ

うであるが，定量的な評価には至っていないため，既往

の実験結果を勘案して設定した。 

図－13 に，既往の十字形柱梁接合部の梁曲げ破壊型，

接合部せん断破壊型および今年度実施した試験体の接合

部パネルの骨格曲線を実験による接合部の作用せん断力 

－せん断変形角関係と比較して示す。図中左上の()内の

数字は，接合部せん断余裕度を示す。 

 実験結果により得られたせん断ひび割れ発生点までの

割線剛性は，計算によるせん断ひび割れ強度点までの剛

性に比べて，梁曲げ破壊型試験体および接合部せん断破

壊型試験体ともに，平均で 3 割程度となった。3.3 節で示

したように，接合部パネルのせん断ひび割れ強度および

終局せん断強度は，実験値よりも小さい評価を与えるも

のになっているため，接合部せん断破壊型試験体では，

骨格曲線が実験結果の包絡線を下回る結果となった。 
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 5. まとめ 

 本研究では，パネルゾーン内蔵鉄骨フランジ幅および

柱幅が異なる CES 造柱梁接合部を対象に静的加力実験

を行い，以下の知見が得られた。 

1）ひび割れ状況に差異はみられたが，パネルゾーン内蔵

鉄骨フランジ幅および柱幅が，変形性状やパネルゾーン

の復元力特性にほとんど影響を及ぼしていないことが伺

える。 

2）接合部パネルのせん断強度およびせん断ひび割れ強度

は，ばらつきはあるものの既往の評価法によって安全側

に評価できている。 

3）骨格曲線のモデル化において，接合部せん断破壊型試

験体は，接合部パネルのせん断ひび割れ強度および終局

せん断強度が，実験値よりも小さくなっているため骨格

曲線が実験結果の包絡線を下回る結果となった。 
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図－13 接合部パネルの骨格曲線 

 梁曲げ破壊型 
A，C，D，JB-1，JB-2 

接合部せん断破壊型 
B，BN25，BN40，JP-1，JP-2，JP-3，JP-4，JP-5，JP-6

□：せん断ひび割れ発生時（実験値） 
：接合部鉄骨ウェブ降伏時 

○： 大耐力 
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